
平成 30 年度 第 1 回横浜市男女共同参画審議会  
 

 

 

平成 30年７月 13日（金） 

      14:30～17:00   

市庁舎２階 応接室 

 
次   第 

開  会 

・政策局女性活躍・男女共同参画担当理事あいさつ 

・委員の自己紹介 

 

議  事 

１ 第４次横浜市男女共同参画行動計画の進捗状況について 資料１ 

２ 横浜市男女共同参画貢献表彰選考準備委員会の設置について 資料２ 

 

報告事項 

１ よこはまグッドバランス賞の認定について 資料３ 

２ 平成 30年度 横浜市の男女共同参画に関する主な取組について 資料４ 

３ 平成 30年度 男女共同参画センターの主な取組について 資料５ 

   

閉  会 

【参考】 

(1)  中期４か年計画 2018～2021（素案）（抜粋） 

（2） 女性活躍加速のための重点方針 2018（内閣府） 

（3） 第４次横浜市男女共同参画行動計画（平成 28年度～32年度） 概要版 

（4） 横浜市女性活躍推進協議会関連資料 

  

（Ｐ1-15） 

（Ｐ17-19） 

（Ｐ21-24） 

（Ｐ25-29） 

（Ｐ31-34） 





資料 1 

第 4 次 横 浜 市 男 女 共 同 参 画 行 動 計 画 の 進 捗 状 況 に つ い て
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第４次横浜市男女共同参画行動計画に基づく施策の実施状況（平成 29年度実績速報）  

各ページの見方 
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取組分野における各指標および評価について 

ア  「成果指標＝取組の結果、“何”が“どのように”なっているか」の設定 
取組分野ごとに、成果指標を設定し、その達成状況を把握して、次期行動計画に反映します。 

イ  「活動指標＝成果指標の達成に向けて“何”が“どれくらい” 進んでいるか」の設定 
成果指標の進捗に関わる指標を活動指標として設定し、進捗状況を見ることで、要因の把握を行います。 

ウ  「関連指標」の設定 
成果指標に影響を与える外部要因などの背景となる情報を把握し、計画の達成度をより的確に把握するため、成
果指標に関連する指標を設定します。 
なお、本指標は市の取組だけにとどまらず、外的要因の影響が大きいものや、目標を達成することが必ずしも適当 
でないものであるため、目標値は設定せず、数値の状況把握を行います。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

      平成 29年度の主な取組 

       成果指標に関連する本市事業のうち、主なものを記載しています。取組を所管する区局名を記載しています。 
 

      目標に向けた課題および対応策 

       平成 29年度の実施状況を踏まえつつ、所管区局が目標達成に向けて課題と考えている点、今後必要と考える取 
組について記載しています。 

 

      審議会でご意見をいただきたいポイント 

       ①の進捗状況を踏まえた、②～④の所管区局の取組および方針についてご意見いただくと共に、 

      成果指標の目標達成に必要と思われる新たな取組があれば助言をお願いします。 
 

 

 

 

１ 

※①は累計値÷５(年)×経過年数を目標値とした上で評価 

①５か年で測るもの ②単年度で測るもの

◎ ・目標値を上回った Ｘ≧40％ Ｘ≧100％

○
・概ね目標値どおり
・前年度値（計画初年度に
　おいては計画策定時）以上

40％＞Ｘ≧20％ 100％＞Ｘ≧80％

△
・目標値を下回った
・前年度値（計画初年度に
　おいては計画策定時）未満

20％＞Ｘ 80％＞Ｘ

指標の達成度
考え方

【評価の考え方】 

【指標】 

２ 

 

３ 

 

４ 
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取組分野Ⅰ あらゆる分野における女性の活躍 

重点施策Ⅰ 働きたい・働き続けたい女性への就業等支援 

成果指標１ Ｈ32目標 計画策定時 
進捗度 

特記事項 
Ｈ30.３末時点 評価 

市内企業及び市役所の 

管理職（課長相当職以上）に 

占める女性割合 

30% 

市内企業 
13.5% 

（25年度） 

市内企業 
15.1% 

（29年度）※1 
△ 

数値は平成 29年度 
「男女共同参画に関する事
業所調査」(横浜市) 

のもの 

市役所 
13.0% 

（26年度） 

市役所 
16.2% 

（30年 4月 1日時点） 
△  

活動指標 Ｈ32目標 計画策定時 
進捗度 

特記事項 
Ｈ30.３末時点 評価 

市内企業における従業員女性割合 

（正社員） 
50% 

28.6% 

（25年度） 

32.3% 

（29年度）※2 
△ 

数値は平成 29年度「男女共
同参画に関する事業所調査」

(横浜市)のもの 

市役所における女性職員の 

係長昇任試験受験率 
50% 

（31年度） 
16.1% 

（26年度） 
20.7% 

（29年度） △  

平成 29年度の主な取組 

○公共調達におけるインセンティブの付与 【政策局】【財政局】 
 公共調達におけるインセンティブとして、男女共同参画・女性活躍を推進する企業を評価する取組を実施した。 

○よこはまグッドバランス賞 【政策局】 
 女性の能力を活かし、男女ともに働きやすい職場環境づくりを積極的に進める市内事業所を「よこはまグッドバランス賞」と認定するとともに、その取
組を広く紹介した。（29年度 99事業所認定） 

○市役所におけるワーク・ライフ・バランスの推進 【総務局】 
 柔軟な勤務形態の一つとして、テレワーク（在宅勤務）及び「横浜版フレックスタイム制度」を試行し、その効果や課題を検証した。 

目標達成に向けた課題 

○市内企業における女性管理職割合および従業員（正社員）女性割合は微増しているが、目標達成に向けては引続き女性の採用率を高めつ
つ、継続就業し、キャリアアップできるよう、企業の取組を後押しする必要がある。 

○市役所の女性管理職割合についても、増加傾向にはあるが、係長昇任試験受験率も未だ低調であり、女性職員のキャリアアップを後押しする組
織風土を醸成するとともに、ワーク・ライフ・バランスの推進と両立支援に対する職場理解の促進に取り組む必要がある。 

対 応 策 

○よこはまグッドバランス賞認定のメリットを広く周知し、認定を目指す企業を増やすことで、企業における女性登用を推進する。 

○女性比率の低い業界について、団体と連携しつつ、横浜市女性活躍推進協議会において、業界の女性活躍を検討する分科会を設置し、企業
の取組を後押ししていく。 

○市役所におけるワーク・ライフ・バランスを推進するため、責任職をはじめ職員への制度周知等や相互理解促進のための情報発信等を行うほか、テ
レワーク及びフレックスタイム制度の試行を全区局に拡大し、本格実施に向けた課題を検証していく。 

審議会でご意見をいただきたいポイント 

○進捗度に対する評価について 
○市内企業および市役所の管理職に占める女性割合について 
微増しているものの、目標まで大きな乖離があるため、目標達成のために必要な新たな対応策 
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成果指標２ Ｈ32目標 計画策定時 
進捗度 

特記事項 
Ｈ30.３末時点 評価 

横浜市附属機関の 
女性参画比率 

50% 
40.4% 

（27年度） 
40.9% ※3 

（30年 4月 1日時点） △ 
 

活動指標 Ｈ32目標 計画策定時 
進捗度 

特記事項 
Ｈ30.３末時点 評価 

女性割合 40%未満の 
附属機関数 

（３人以下の附属機関を除く） 
0機関 

48機関 
（27年度） 

46機関 ※3 
（29年度） △ 

 

平成 29年度の主な取組 

○附属機関の委員における女性の登用推進【政策局】【総務局】 

  附属機関委員を新たに任命、一斉改選または一部改選の際に行う事前協議において、女性委員の積極的な登用を働きかけました。また、附属

機関所管課からの依頼により、人材データベースによる情報提供を行った。 

目標達成に向けた課題 

○附属機関の女性参画比率については、昨年度から微増して 40.9%となっているものの、市民の半数は女性であることを鑑みると、引続き積極的

な登用が必要である。 

○分野によっては、附属機関の委員として求められる人材に女性が圧倒的に少ない場合がある。 

○区局毎に附属機関の男女比率を算出しているが、女性比率が 7 割弱に達している区局もあり、男女いずれの割合も 40％を下回らないことが求

められる。 

対 応 策 

○女性割合 40％未満の機関については、適宜把握に努めつつ、庁内の会議の場などで示すことで、各所管の認識を深めるとともに、改選期等のタ

イミングにおける女性委員の登用推進を働きかける。 

○女性委員候補者の情報を必要とする所管に対しては、政策局男女共同参画推進課で人材検索を支援することについて周知し、情報提供を行

っていく。 

審議会でご意見をいただきたいポイント 

○進捗度に対する評価について 

○女性割合の少ない附属機関について 

女性が少ない分野における附属機関の女性参画に向けた対応 
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重点施策Ⅰ 働きたい・働き続けたい女性への就業等支援 

成果指標３ Ｈ32目標 計画策定時 
進捗度 

特記事項 
Ｈ30.３末時点 評価 

25－44歳の女性有業率 
①～④ 

73% 

① 25－29歳 73% 
② 30－34歳 59% 
③ 35－39歳 63% 
④ 40－44歳 65% 
(24年度総務省 

「就業構造基本調査」) 

平成29年度「職業
就業基本調査」
（平成 30年 7月

13日公表） 
の数値 ※4 

 

【参考】平成27年国勢調
査における就業率 
① 25－29歳 82.9% 
② 30－34歳 70.9% 
③ 35－39歳 66.2% 
④ 40－44歳 68.8% 

関連指標 Ｈ32目標 計画策定時 
進捗度 

特記事項 
Ｈ30.３末時点 評価 

市内企業における 

男女別平均勤続年数の差 
― ― 

2.5年 ※5 
(男性 12.3年、 
女性 9.8年) 

 ― 
数値は平成29年度「男女共
同参画に関する事業所調
査」(横浜市)のもの 

活動指標 Ｈ32目標 計画策定時 
進捗度 

特記事項 
Ｈ30.３末時点 評価 

保育所待機児童数 0人 
20人 

（26年度） 

63人 ※6 

（30年 4月 1日時点） 
△ 

H29までは旧定義、H30より
新定義で集計。H30 の旧定
義での集計値は 2人 

放課後 19時までの居場所づくり 

 
放課後キッズクラブの整備率 

全校 

（31年度） 

26.0% 

（25年度） 
74.0% ◎  

必要な分割・移転を終えた 

放課後児童クラブの割合 

100% 

（31年度） 
※分割・移転を
終えた全クラブ 

8.0% 

（25年度） 
49.0% ○  

ワーク・ライフ・バランスに 

取り組んでいる企業の割合 
40% 

28.1% 

（25年度） 
44%  ※7 ◎ 

数値は平成29年度「男女共
同参画に関する事業所調
査」(横浜市)のもの 

就労支援の件数 
12,500人 

（５か年累計） 

2,297人 

（25年度） 
7,888人 

（28～29年度） ◎ 
横浜市就職サポートセンター 
横浜市男女共同参画センター 
の事業における就労支援の件数 

平成 29年度の主な取組 

○女性としごと 応援デスク【政策局】 

 27 年３月から男女共同参画センター横浜北で実施していた「女性としごと 応援デスク」を市内男女共同参画センター３館に拡充して実施した。

（利用者数のべ 1,974人） 

 ※就活ナビゲーターによる相談、キャリア・カウンセリング、女性のための福祉のしごと相談、女性のための職場の人間関係・ハラスメント相談、社会

保険労務士による労働サポート相談、シングルマザーのための就労相談、ミニセミナーを含む 

○よこはまグッドバランス賞 【政策局】（再掲） 
 女性の能力を活かし、男女ともに働きやすい職場環境づくりを積極的に進める市内事業所を「よこはまグッドバランス賞」と認定するとともに、その取
組を広く紹介した。（29年度 99事業所認定） 

○保育・教育基盤の確保【こども青少年局】 

全ての子どもに乳幼児期の保育・教育を保障するため、保育所・幼保連携型認定こども園・小規模保育等の整備など、待機児童対策を進めた

共に、保育所、幼稚園など保育・教育基盤の安定的な確保に取り組んだ。 

○留守家庭児童のための放課後の居場所づくり【こども青少年局】 

 全ての子どもたちに豊かな放課後を過ごせる場所と機会を提供するとともに、増加する留守家庭の子どもたちの居場所を充実させるため、全ての小

学校について、はまっ子ふれあいスクールから放課後キッズクラブへの転換を進めるとともに、放課後児童クラブの耐震化や面積確保等のための分割・
66



 
 
  

移転を進めた。 

 ※はまっ子ふれあいスクールから放課後キッズクラブへの転換 47校（累計 252校） 

放課後児童クラブの耐震化や面積確保等のための分割・移転 14箇所（累計 71箇所） 

○中小企業女性活躍推進事業助成金【経済局】 

 中小企業の事業者が、女性活躍推進のための就業規則の変更などの制度改革や専門家によるコンサルティング、女性専用設備の設置などに取

り組む場合の費用の一部助成を行い、企業の取組を後押しした。（交付件数 16件、うちテレワーク推進企業モデル事業助成金２件） 

○横浜テレワーク推進事業【経済局】 

 在宅ワークを可能にするＩＣＴ整備や女性専用設備の設置などに取り組む場合、費用の一部を「中小企業女性活躍推進事業助成金」として

助成。（2件） 

目標達成に向けた課題 

○本市は市外勤務の女性が多く、長時間通勤が負担となり、結婚・出産等を機に離職する割合が高い。 

○男女共に平均勤続年数は前回調査から上昇している一方、男女の平均勤続年数の差は 2.2年から 2.5年に広がっている。 

○認可保育所整備や横浜保育室の認可移行支援など受入枠拡大の取組を実施しているものの、大規模な宅地開発などにより保育ニーズが高ま

っている地域では、整備が追いつかない状況にある。 

○ワーク・ライフ・バランスに取り組んでいる企業の割合は、前回調査と比較して高まっているが、「必要だが実施していない」「必要と思わず実施してい

ない」と回答している企業も 56％にのぼっており、引続きワーク・ライフ・バランスの意義等の理解も促進する必要がある。 

対 応 策 

○職住近接で働くモデルを創出することを目的に、地域において就労希望を持つ主婦層と地元企業が交流し、就労につなげていく取組を実施する。 

○保育所待機児童に関しては、エリアによって異なる保育ニーズを把握したうえで、よりきめ細かい対策を推進するほか、乳幼児の一時預かり事業の

拡充や、幼稚園、認定こども園における一時預かり事業の拡充を図る。 

○より一層養育者に寄り添った情報提供を行っていくため、保育・教育コンシェルジュの人材育成強化を図る。 

○企業に対しては、よこはまグッドバランス賞事業のＰＲ等を行う中で、男女ともに働きやすい職場づくりを推進する必要性を伝えることや、働き方改

革の啓発と合わせてワーク・ライフ・バランスの意義に関する理解促進に引続き取り組んでいく。 

審議会でご意見をいただきたいポイント 

○進捗度に対する評価について 
○女性労働力率の M字カーブの改善に向けた取組について 
○待機児童を除く活動指標の進捗度が目標以上であるのに対して、成果指標の進捗度が目標を下回っている点について 
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重点施策Ⅰ 働きたい・働き続けたい女性への就業等支援 

成果指標４ Ｈ32目標 計画策定時 
進捗度 

特記事項 
Ｈ30.３末時点 評価 

女性起業家支援による 

創業件数 

170件 

（５か年累計） 

109件 
（22-25年度
実績） 

88件 ※8 

（28～29年度） 
◎ 

女性起業家支援（IDEC・
女性起業UPルーム）による

創業件数 

活動指標 Ｈ32目標 計画策定時 
進捗度 

特記事項 
Ｈ30.３末時点 評価 

起業・経営相談件数 
5,700件 

（５か年累計） 

1,491件 

（26年度） 

2,413件 

（28～29年度） 
◎ 

女性起業家支援チーム及び
女性起業準備相談への相

談件数 

女性起業家向けのセミナー等の回数 
145回 

（５か年累計） 

29回 

（26年度） 

50回 

（28～29年度） 
○ 

経済局・男女共同参画セン
ターが開催する女性起業家

向けセミナーの件数 
平成 29年度の主な取組 

○女性としごと 応援デスク【政策局】《再掲》 

 27 年３月から男女共同参画センター横浜北で実施していた「女性としごと 応援デスク」を市内男女共同参画センター３館に拡充して実施した。

（利用者数のべ 1,974人） 

 ※就活ナビゲーターによる相談、キャリア・カウンセリング、女性のための福祉のしごと相談、女性のための職場の人間関係・ハラスメント相談、社会

保険労務士による労働サポート相談、シングルマザーのための就労相談、ミニセミナーを含む 

○女性起業家成長促進事業【経済局】 

 起業に向けた検討段階から、起業後の支援まで、それぞれの成長段階に応じた支援を実施した。 

・メンター事業支援者数 基礎コース（初・中級）：４人 発展コース（上級）：２人 

・女性経営者ステージアップ講座（全４回） 参加人数：54人 

○スタートアップオフィス運営事業【経済局】 

起業前、起業初期の女性から事業の発展を目指す女性まで、様々な経営上の課題解決に向け、女性を中心とした中小企業診断士等が相談

に応じ、支援した。（女性起業家支援相談件数：967件） 

目標達成に向けた課題 

○女性起業家支援においては、成長段階に応じた効果的なメンタリングの実施が課題であり、経験豊富な先輩女性経営者や専門知識が豊富な

中小企業診断士などがメンターとなり、幅広い分野に渡る課題に対して的確に助言し、女性起業家の成長発展を後押しする必要がある。 

対 応 策 

○個々の事情にていねいに寄り添いながら、男女共同参画センターの情報機能や相談機能等を活かして、多面的に女性の就業を支援していく。 

審議会でご意見をいただきたいポイント 

○進捗度に対する評価について 

○女性起業家支援について 

成長段階に応じた効果的なメンタリングの取組について 
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取組分野Ⅱ 安全・安心な暮らしの実現 

重点施策Ⅱ 困難な立場にある男女への支援 

成果指標１ Ｈ32目標 計画策定時 
進捗度 

特記事項 
Ｈ30.３末時点 評価 

ひとり親家庭の就労者数 

1,900人 
（26年度から
31年度までの
６か年累計） 

303人 

（26年度） 

1,493人※９ 

（26～29年度） 
◎ 

数値はひとり親サポートよこ
はまを利用したひとり親で
就職に結びついた数 

関連指標 Ｈ32目標 計画策定時 
進捗度 

特記事項 
Ｈ30.３末時点 評価 

児童扶養手当受給者数 ― 
20,869人 

（26年度） 
20,890人 ―  

活動指標 Ｈ32目標 計画策定時 
進捗度 

特記事項 
Ｈ30.３末時点 評価 

ひとり親家庭等自立支援事業 

利用者数 

5,300人 

（31年度） 

5,137人 

（26年度） 
5,863人 ◎ 

数値はひとり親サポート 
よこはまで実施する自立支
援事業の利用者数 

男女共同参画センターにおける 
ひとり親就労支援事業の 

利用者数 

350人 

（５か年累計） 

12人 

（26年度） 

181人 

（28～29年度） 
◎  

平成 29年度の主な取組 

○ひとり親サポートよこはまにおける自立支援事業 【こども青少年局】 

 就労支援員による一人ひとりの状況に応じたマンツーマンでの就労支援を実施。(ひとり親家庭等自立支援事業利用者数：5,863人) 

○ジョブスポットにおける支援 【健康福祉局】 

 区役所の福祉部門とハローワークが連携し、生活相談から就職まで一体的な支援を実施。（29 年度新規利用登録者数 4,570 人、就職者

数 3,118人、就職率 68.2％） 

○ひとり親世帯の市営住宅の募集 【建築局】 

 市営住宅の募集において、ひとり親世帯への当選倍率優遇や、「子育て世帯」（ひとり親世帯含む）に対して、収入基準緩和、当選倍率優

遇、子育て世帯限定（入居期限なし）の住宅募集等を実施。（ひとり親世帯の当選倍率優遇 1,062世帯、子育て世帯（ひとり親含む）限

定募集 89戸実施） 

○男女共同参画センターにおける就労支援講座の実施 【政策局】 

 男女共同参画センター３館において、ひとり親の方について、その方の状況や意向に応じてきめ細かく就労を支援する各種講座を実施しました。 

（シングルマザーのための就労相談のべ 10人、ひとり親家庭就業支援講習会「適職発見セミナー」のべ 24人） 

目標達成に向けた課題 

○ひとり親家庭等自立支援事業利用者数(「ひとり親サポートよこはま」における就労支援者数)については、計画策定時から大幅に減少している

が、その要因としては、就労支援については他にもジョブスポットや男女共同参画センターの事業を始め、就労支援のチャンネルが増加したことがあ

り、就労支援事業自体が後退しているわけではない。しかしながら、様々な困難を抱えるひとり親家庭に対しては、個々の状況に合わせた対応が

必要であり、総合的に支援できるように進める必要がある。 

対 応 策 

○「ひとり親サポートよこはま」での就労支援等において、引続き様々なアプローチやひとり親家庭の個々の状況に合わせた能力開発や就労支援の

実施について検討する。 

○市営住宅の募集においては、各種優遇制度を引き続き行いつつ、関係する機関と連携して情報提供を行っていく。 
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○男女共同参画センターにおける有料の就労支援事業については、シングルマザーが利用しやすいよう、ひとり親に対する参加費免除制度を継続

して実施する。 

審議会でご意見をいただきたいポイント 

○進捗度に対する評価について 

○困難を抱えるひとり親家庭に対する総合的支援について 

児童扶養手当受給者数は依然として高い水準にあり、貧困に陥るひとり親家庭を減らしていくために必要な取組 
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重点施策Ⅱ 困難な立場にある男女への支援 

成果指標２ Ｈ32目標 計画策定時 
進捗度 

特記事項 
Ｈ30.３末時点 評価 

夫婦間における次のような行為を暴力
と認識する人の割合 
①【精神的暴力】交友関係や電話を
細かく監視する 
②【経済的暴力】必要な生活費を渡
さない 
③【性的暴力】避妊に協力しない 

100% 

① 32.2% 

② 53.7% 

③ 52.6% 

（26年度） 

①33.4% 

②48.9% 

③51.3% 

※10  

 △ 
数値は平成 30年度
「横浜市男女共同参画
に関する市民意識調

査」速報値 

関連指標 Ｈ32目標 計画策定時 
進捗度 

特記事項 
Ｈ30.３末時点 評価 

DV被害者のうち暴力を受けた後に 

相談した人の割合 
― 20.7% 27.0% ― 

数値は平成30年度「横浜市

男女共同参画に関する市民

意識調査」速報値 

DV相談件数 ― 4,659件 5,096件 ―  

活動指標 Ｈ32目標 計画策定時 
進捗度 

特記事項 
Ｈ30.３末時点 評価 

若者向けデート DV防止講座の 

開催数 

155 コマ 

（５か年累計） 
26 コマ 

63 コマ 
（28～29年度） 

◎ 男女共同参画センター 
横浜における開催数 

デート DV周知のためのチラシ等 
配布数 

30,000枚／年 
新規指標のため、 

現状値なし 
59,306枚 ◎ 

選挙啓発冊子「横浜はたちブ
ック」および成人式記念冊子
内に啓発記事を掲載 

平成 29年度の主な取組 

○関係機関との連携強化 【政策局】【こども青少年局】 

 警察等の関係機関や民間団体、関係部署等と連携しＤＶ被害者の相談受付、一時保護、自立支援といった切れ目のない支援を実施しまし

た。また、横浜市ＤＶ施策推進連絡会の開催や市ＤＶ相談支援センターの連絡会議、庁内向けの研修、区における要保護児童対策地域協

議会などを活用した関係づくりを行い、関係機関と連携強化を進めました。 

○ＤＶ相談支援センターにおける相談受付【政策局】【こども青少年局】 

 区福祉保健センター、男女共同参画センター、こども青少年局が一体となって、ＤＶ相談支援センターによる相談支援を行いました。 

 また、男性被害者からの相談受付も実施しました。（DV相談支援センター 男性被害者対応件数 83件） 

○未然防止に向けた広報啓発【政策局】【こども青少年局】 

 市関連施設、医療機関、教育機関等を通じて、チラシ、カード等により相談窓口を周知しました。 

 また、区役所等で啓発タペストリー展示やグッズ配布等のキャンペーンを展開しました。横浜市開港記念会館や象の鼻パークなど、市内の観光名

所等でライトアップや啓発物の配布を実施しました。成人式のモニター映像や広報物等で新成人に向けた広報を行いました。 

 庁内関係部署へ向けて相談窓口の周知やＤＶの正しい理解を促すための研修を実施しました。 

 市内の中高大学生を対象にデートＤＶ防止講座を実施しました。 

○ハラスメント対策 【政策局】【市民局】 

 市内企業に対しハラスメント防止研修講師の派遣や研修用教材の提供を行いました。（DVD及び VHS108本） 

企業向けセミナー「誰もがいきいきと働ける職場づくり」を実施しました。（1回、62人参加） 

○若い世代向けの周知媒体の充実【政策局】 

 28 年度に明治学院大学の女子学生らの協力を得て開発した無料 iPhone アプリ「Ｃｈａｒｍ～女の子の身を守るアプリ」（ダウンロード数
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3,677 件）について、デートＤＶ出前啓発事業の出張先である高校や中学などへのチラシ配布のほか、明治学院大学、市営地下鉄駅へのポス

ター掲示や広報カードの配布を行いました。 

目標達成に向けた課題 

○女性に対する暴力防止運動期間に、児童虐待防止キャンペーンとタイアップした啓発活動を実施しているが、DV に関する市民の認知度・理解

度は低い。 

○ＤＶ相談支援センターの相談・支援スキルのレベルアップに向けて、相談から見える現在の課題や社会情勢なども踏まえた研修内容となるよう、

工夫する必要がある。また、ＤＶに対する正しい理解のための内容を盛り込み、支援者としての基本姿勢を学んでもらう必要もある。 

対 応 策 

○若い世代に向けた暴力防止の啓発として、アプリを活用した広報や、人権教育を盛り込んだデート DV防止講座を引続き実施する。 

○横浜市ＤＶ相談支援センター連絡会等での事例共有・振り返りの実施、支援者スキルアップのための研修の実施。 

審議会でご意見をいただきたいポイント 

○進捗度に対する評価について 

○DV に関する市民の認知度・理解度を高めるための効果的な取組について 

（活動指標以外の取組も含めて、成果指標の目標達成に向けた取組） 
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取組分野Ⅲ 男女共同参画社会の実現に向けた理解の促進・社会づくり 

重点施策Ⅲ 男性中心型労働慣行の見直し等による男性・シニアの育児・家事・介護等参画 

成果指標１～４ Ｈ32目標 計画策定時 
進捗度 

特記事項 
Ｈ30.３末時点 評価 

男性の育児休業取得率 13% 
4.2% 

（25年度） 
7.2％ ※11 ○ 

数値は平成29年度「男女共
同参画に関する事業所調査」

(横浜市)のもの 

男性と女性の家事・育児・介護 

時間の割合 
１対 1.5 

約１対３ 
（①男性：２
時間 40分 
②女性：８時
間 18分） 
（共働き世帯・
平成 26年度） 

約１対５ 
（①男性：１

時間 
②女性：5時
間 8分） 

（共働き世帯・
平成 30年度）

※12 

△ 
数値は平成30年度「男女共
同参画に関する市民意識調
査」(横浜市)速報値 

年次有給休暇取得率 70% 
新規指標のため 

現状値なし 

50.8% 

※13 
― 

数値は平成29年度「男女共
同参画に関する事業所調査」

(横浜市)のもの 

さまざまな地域活動に参加 
したことがない人の割合 
（直近３年間） 

20% 
36.9% 

（26年度） 

47.7% 

※14 
△ 

数値は平成30年度「男女共
同参画に関する市民意識調
査」(横浜市)速報値 

関連指標 Ｈ32目標 計画策定時 
進捗度 

特記事項 
Ｈ30.３末時点 評価 

男性が育児休業を取得することに 
ついて、現在、社会や企業の支援は

十分と思う市民の割合 
― 

13.1% 

(26年度) 
14.3% ― 

数値は平成30年度「男女共
同参画に関する市民意識調
査」(横浜市)速報値 

市内に主たる事務所を置く男女共同
参画社会の形成の促進を図る活動を

行う NPO法人の数 
― 

62法人 
（26年７月

31日） 
66法人 ―  

活動指標 Ｈ32目標 計画策定時 
進捗度 

特記事項 
Ｈ30.３末時点 評価 

「よこはまグッドバランス賞」 

認定事業所数 

225事業所 

（５か年累計） 

180事業所 
（19-26年度
までの累計） 

158事業所 ◎  

女性活躍推進に取り組む企業 
への支援数 

60件 

（５か年累計） 

４件 

（26年度） 
53件 ◎ 

※中小企業女性活躍推
進事業助成金および専門

家派遣の件数 

ワーク・ライフ・バランス推進に 
関するセミナー数 

８回 
６回 

(26年度) 
11回 ◎  

男女共同参画に関する防災講座の
参加者数 

10,000人 

（５か年累計） 

約 1,750人 
（22－26年度

平均） 
3,556人 ○ 

※地域における防災講座
及び市民防災センターにお
けるプログラムの受講者 

平成 29年度の主な取組 

○ワーク・ライフ・バランス・働き方改革の推進に関する取組 【政策局】【こども青少年局】 

・冊子「パパブック」の配布やウェブサイト「ヨコハマダディ」の運営により、父親向け育児支援に関する情報を配信。 

・育休後に職場復帰する女性や共働きの男女を対象に、協力して家事・育児を行うためのセミナーや、父親と子ども向けの親子遊びの会等を開

催。 

・女性活躍推進協議会において業界別の分科会を設置し、業界毎の課題に応じた女性活躍・登用推進を検討。建設業界分科会では、業界で
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活躍する女性の事例を集めた PR冊子を作成し、市内大学等へ配布。 

・誰もがライフもワークも充実できる暮らし方を目指し、企業との共創により実施する「ヨコハマみらいスタイルラボ」の取組

として、男性の家事育児参加をテーマに、IKEA 港北と連携による市民向け啓発イベントの開催に向けた企画調整を実施。（イベ

ント開催は平成 30 年度） 

・よこはまグッドバランス賞認定企業の取組を広め、ワーク・ライフ・バランスの重要性を伝えるため、「ワーク・ライフ・バランスガイド」を発行。 

○保育所受け入れ可能枠拡大の取組 【こども青少年局】 

全ての子どもに乳幼児期の保育・教育を保障するため、保育所・幼保連携型認定こども園・小規模保育等の整備など、引き続き、待機児童対

策を進めるとともに、保育所、幼稚園など保育・教育基盤の安定的な確保に取り組んだ。(計 3,050人 内訳:認可保育所整備 2,207 人、横

浜保育室の認可移行支援：３４４人、認定こども園２６８人、地域型保育事業２９０人、横浜保育室から小規模保育事業への移行によ

る減：▲１６１、私立幼稚園預かり保育の拡充：１０２人) 

○放課後の居場所づくり 【こども青少年局】 

はまっこふれあいスクールから放課後キッズクラブへの転換をすすめるとともに、放課後児童クラブの耐震化や面積確保のための分割・移転支援を行

った。 

○地域防災における男女共同参画の推進 【政策局】【総務局】【消防局】 

「YOKOHAMA わたしの防災力ノート」（実際に震災を経験した女性たちの声をもとに、様々な状況下での被災をイメージして、自分にとって必

要な備えをするためのワークノート）を活用し、女性の視点を入れた市民向け防災講座を実施。（参加実績 1,675人） 

主な出前学習会開催先: 町内会・自治会防災研修、家庭防災員自主研修、・ＰＴＡ・子育て支援機関での防災研修、地域防災関連イベ

ント  

目標達成に向けた課題 

○男性の育休取得率は上昇して 7.2%となっているが、女性の育休取得率 100%に対しては依然として取得率は低く、また家事・育児への参画

状況としては、男女間での格差が大きくなっており、男性の家事・育児・介護参画を一層進めることが必要となる。また、年次有休取得率も上昇し

ているが、現状の推移では平成 32年の目標には届かない状況であり、ワーク・ライフ・バランスの推進に向けた取組が求められる。 

○活動指標は目標以上の進捗であるが、成果指標を大きく下回っており、活動指標以外の効果的な取組の検討も必要。 

対 応 策 

○父親育児支援講座を、より多くの方に気軽に参加していただけるよう、引き続き、地域の身近な施設等で開催する。 

○男女共同参画センターにおいて、ともに子育てをするパートナーとコミュニケーションを図りながらエクササイズを行うなどのワークショップを通して、自

然に男性が子育てを理解し親しむ機会をつくります。 

○企業との共創により実施する「ヨコハマみらいスタイルラボ」において、男性の家事育児参画やワーク・ライフ・バランスをテーマとした啓発活動を引き

続き実施する。 

審議会でご意見をいただきたいポイント 

○進捗度に対する評価について 

○男性の育休取得率向上、家事育児参画の促進や男女のワーク・ライフ・バランスの推進に向けた効果的な取組について 

 （活動指標以外の取組も含めて、成果指標の目標達成に向けた取組） 
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取組分野Ⅳ 推進体制の整備・強化 
 
重点施策Ⅳ 社会基盤全体及び庁内の体制強化 

平成 29年度の主な取組 

○男女共同参画センターとの連携強化【政策局】 
男女共同参画センター３館が長年にわたり培った男女共同参画の推進のための経験とノウハウをさらに深めていくとともに、定期的な連絡会や協
働事業をはじめ、一層の市との連携強化を図りながら、ＤＶや性被害等の被害者支援や女性のリーダーシップ・プログラムなどを開催した。 

○地域プラットフォームの設置とポータルサイトの開設【政策局】 
横浜市女性活躍推進協議会 
平成28年４月１日に市内経済団体を中心に「横浜市女性活躍推進協議会」を設置しました。男女を含めた働き方の見直し、女性の登用 
促進、社会全体の機運の醸成につながる広報ＰＲなど、地域の女性活躍を推進するための具体的な課題解決策を検討するため、業界別に 
分科会を設置し、女性比率の低い業界の女性活躍、登用推進に向けた取組を行った。 
【分科会】 
①建設業界分科会 

    市内建設関連企業の女性社員によるグループワークを開催し、業界の魅力向上や課題解決に向けたアイデアをまとめて、県や市の建設
業協会へ報告を行った。また、建設業界魅力ＰＲパンフレットを作成し関係団体や学校等に配布した。  

②IT業界分科会 
      神奈川県情報サービス産業協会から推薦された企業８社の経営者等による意見交換会や、メンバー企業へのアンケートを実施し分析

結果を業界へフィードバックしました。アンケートからは、現在短時間勤務中の社員が育児や介護と仕事の両立に苦労し、育児や介護を
未経験な社員は、将来仕事と両立できるか不安を抱えていることがうかがえた。 

③倉庫業界分科会 
      神奈川倉庫協会が企業の経営者層に対し、「働き方改革・女性活躍推進を実現するための助成金活躍法」をテーマに、社会保険労務

士を講師として国の支援制度等を紹介するセミナーを実施しました。参加者アンケートからは、各種支援制度の認知度は低く、一方で大
半が支援制度の活用を望んでいることが分かった。 

また、平成 28年度に作成した女性活躍推進の取組事例集のその後の取組を掲載した「Plan→Do!ver」を作成した。 

ポータルサイトの開設 
   企業が本市の支援制度に関する情報へのアクセスを簡単に行えるための仕組みづくりに向けて課題の整理を行った。 

○男女共同参画推進会議の開催とプロジェクトチームの設置、各事業の所管の明確化【政策局】 
市長を会長とする男女共同参画推進会議を開催し（２回）、市内企業に対する施策や庁内の女性活躍に関する施策等について議論した。ま
た、全庁横断的な重要課題について、庁外向けの取組としては「働き方改革を進める企業への支援について」プロジェクトを開催し、各局で実施し
ている支援制度に関する効果的な情報発信等について検討を行った。さらに、庁内向けの取組としては、総務局のワークスタイルＷＧと一体で検
討を進め、フレックスタイム制度およびテレワークの試行実施等を進めた。 

課題と対応策 

○市民に身近な場所で男女共同参画の裾野を広げるべく、引続き男女共同参画センターと連携して、市内全域における男女共同参画推進を

図る。 

○女性比率の低い業界における女性活躍・登用を推進するべく、新たなに製造業界分科会を設置し、業界特有の課題を把握しながら取組を進 

める。なお、建設業界および倉庫業界については今後分科会を設置せず、フォローアップを行う。 

○ポータルサイト開設に向けて、費用負担や運営者が未定という課題があり、プロジェクトチームで検討を行う。 

審議会でご意見いただきたいポイント 

○男女共同参画センターとの連携について 

○横浜市女性活躍推進協議会における、今後の分科会活動（特に製造業会分科会）の進め方について 

○男女共同参画推進会議におけるプロジェクト会議の進め方について 
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 横浜市男女共同参画貢献表彰選考準備委員会の設置について 

 

 

 横浜市男女共同参画貢献表彰選考準備委員会設置要綱３条※１に基づき、横浜市男女共同参画

審議会会長が４名以上を指名し、横浜市男女共同参画貢献表彰選考準備委員会を設置し、選考

準備を進めます。 

 

１ 委員（案） 

任期は１年 

   （敬称略） 

氏 名 役職等 

江原 由美子 
横浜国立大学 大学院都市イノベーション研究院  都市イノベー

ション部門教授 

臼杵 ひろみ 株式会社ファンケル 社長室長兼ＣＳＲ推進事務局長 

川名 薫 公益財団法人横浜市男女共同参画推進協会 理事長 

坂本 淳 公益財団法人横浜市国際交流協会 常務理事・事務局長 

 

  

２ 選考の流れ（横浜市男女共同参画推進条例施行規則第７条※２） 

  ① 選考準備委員会において、推薦書類の精査・事前評価を行います。事前評価表を基に  

審議会で最終評価を行い、表彰候補者を決定します。 

 

②選考スケジュール 

 

６月～７月 候補者推薦依頼期間 

９月 男女共同参画審議会へ表彰者についての諮問 

10月 選考準備委員会での事前審査（書類精査） 

12月 被表彰者について審議（第２回男女共同参画審議会） 

１月 
男女共同参画審議会から市長に答申、被表彰者決定、記者発表 

表彰式実施（予定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料２ 

※１  

横浜市男女共同参画貢献表彰選考準備委員会設置要綱 

第３条 委員会の委員は、審議会の委員のうちから、４人以上をもって組織し、審議会の会長が指名する。 

※２ 

横浜市男女共同参画推進条例施行規則 

第７条 審議会に、部会を置くことができる。 

２ 部会は、会長が指名する委員をもって組織する。 

３ 部会に部会長を置き、部会の委員の互選によりこれを定める。 
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横浜市男女共同参画貢献表彰について 

１ 表彰概要 

（１）目的 

本市において、長年にわたり男女共同参画社会に向けた気運の醸成等に功績のあった者

や、実践的な活動を積み重ね、男女共同参画の推進に貢献してきた者、先駆的、実践的な活

動により今後の男女共同参画社会の推進者として期待ができる者などを表彰することによ

り、豊かで活力ある男女共同参画社会の形成に資することを目的として実施します。 
 
（２）対象者 

本市における男女共同参画社会の形成に積極的に取り組み、他の模範として推奨できる、

次のいずれかに該当する個人又は団体を表彰します。 

①本市に在住若しくは在勤・在学する個人又は本市に所在する企業若しくは団体 

②もっぱら本市の市域内において活動する個人、企業又は団体 
 
（３）表彰の区分 

①功労大賞（原則、１名又は１団体） 

永年にわたり本市の男女共同参画の推進に貢献してきた個人・団体を表彰します。 

②推進賞 （数名又は数団体） 

   男女共同参画の推進に資する実践的な活動により、推進者として今後の活躍が期待でき

る個人・団体を表彰します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【対象となる活動分野】  

 多様な分野における女性（男性）のチャレンジ、または支援  
  例：これまで男性（女性）がメインだった職業分野※で女性（男性）が活躍 

    （※スポーツ・職業・学問・芸術・その他） 

 政策・方針決定過程への女性の参画の拡大 
例：ロールモデルとして女性登用の推進役 

 女性の起業・就労支援・キャリア形成・ネットワークづくり 
 多様な選択を可能にする教育・学習の取組 

例：高校生・大学生などへのキャリア教育 

 貧困など生活上の困難に直面する男女への支援 
  例：若年無業女性への就労支援活動 

 女性に対するあらゆる暴力の予防と根絶 
例：ＤＶ、虐待被害等、困難な状況にある人の精神的・経済的自立を支援する活動 

 性別による特有の健康課題への取組 
例：女性特有の健康課題（不妊、産後うつ、乳がん等）に関する活動 

 高齢者、若年者、障害者、外国人等が安心して暮らせる環境の整備 
 男性・シニアの家事、育児、介護、地域活動等への参画 
 男女共同参画に関する国際的な協調と活動 

例：国外における女性の地位向上のための活動 

 ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた取組 
例：多様なライフスタイルに対応した子育て支援 

 地域活動※におけるリーダーとしての取組 
 （※まちづくり・防災・防犯・高齢者支援・若者支援・環境保全・その他） 

  例：自治会・まちづくり活動、高齢者支援活動などでリーダーとして女性が活躍 

      例：女性の登用に取り組む男性の地域リーダー 

参考 
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２ 過去の受賞者・受賞団体   

 

○…個人 ◎…団体 

年度 区分 受賞者・受賞団体（敬称略） 

29 
年 
度 

功労大賞 
○大越 由美子（旭区希望が丘東地区連合自治会副会長） 

○大伴 好子 （つるみ子育て・個育ちフォーラム運営委員会会長  

鶴見区更生保護女性会会長 鶴見区市場下町自治会長） 

推進賞 
○武居 和子 （横浜市レディース卓球連盟会長） 

○藤田 美智子（鶴見区障害児者団体連合会会長） 

◎ボランティアいでたち（栄区で活動する男性ボランティアグループ） 

28 
年 
度 

功労大賞 
○池田 敬子（日本体育大学名誉教授、 

一般社団法人全日本ジュニア体操クラブ連盟会長） 

○嶋田 昌子（ＮＰＯ法人横浜シティガイド協会 副会長） 

推進賞 
○小林 由美子（保土ケ谷区民会議 代表委員） 

◎特定非営利活動法人 さくら茶屋にししば 

（多世代間交流や安心していきいきと暮らせる地域づくりを推進） 

27 
年 
度 

功労大賞 
○有賀 美代（社会福祉法人横浜市戸塚区社会福祉協議会 会長） 
○清水 靖枝（長屋門公園歴史体験ゾーン運営委員会 事務局長） 

推進賞 ○坂田 静江（横浜農業協同組合 理事） 

26 
年 
度 

功労大賞 ○西井 華子（医療法人社団養心会鶴見西井病院 院長・医師） 

推進賞 

○岩城 孝子（ひだち屋不動産 代表者） 
○小栗 昭子（認定NPO法人あっとほーむ 代表理事） 
◎株式会社 ダッドウェイ 
（商品企画開発などの事業を通して父親の育児参加などを促進） 

25 
年 
度 

功労大賞 
○早川 和子（ポリネシア舞踊研究家） 
○日浦 美智江（（社福）訪問の家 理事） 

推進賞 
○山川 英子（青葉区連合自治会長会 副会長） 
◎特定非営利活動法人 親がめ（子育て支援団体） 

24 
年 
度 

功労大賞 ○佐伯 輝子（医師、元寿町勤労者福祉協会診療所長） 

推進賞 
○近賀 ゆかり（プロサッカー選手） 
◎よこはま一万人子育てフォーラム（子育て支援団体） 
◎横浜市西消防団（消防団） 

23 
年 
度 

功労大賞 

○有馬 真喜子（NPO法人UN Women(国連女性機関)日本国内委員会理事長） 
◎特定非営利活動法人 かながわ女のスペースみずら（DV被害者等の支援） 
◎特定非営利活動法人 女性の家サーラー（DV被害者等の支援） 
◎社会福祉法人 礼拝会（DV被害者等の支援） 

推進賞 
○秦 好子（横浜災害ボランティアバスの会代表理事） 
○外山 薫（金沢区災害ボランティアネットワーク代表） 
◎特定非営利活動法人 びーのびーの（子育て支援） 
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平成 30 年度よこはまグッドバランス賞の認定について 

 

よこはまグッドバランス賞の評価対象となる取組について、外部委員により構成さ

れ、横浜市男女共同参画審議会の部会である「よこはまグッドバランス賞認定委員会」

において、応募事業所の審査を行います。 
 

１ よこはまグッドバランス賞認定員会について 

(1) 委員 

学識経験者、市民、事業者のうちから５名以内で組織 

（よこはまグッドバランス賞認定委員会設置要綱第３条） 
氏 名 役職等 

大澤 正俊＜会長＞ 公立大学法人横浜市立大学 国際総合科学部教授 

大隅 均 横浜商工会議所 理事・事務局長 

納米 恵美子 公益財団法人横浜市男女共同参画推進協会 理事 

米田 佐知子 子どもの未来サポートオフィス 代表 

 

(2) 委員任期 

平成 29年７月 24日から平成 31年３月 31日 
 

(3) 決定事項に関する審議会との関係 

    よこはまグッドバランス賞の認定に関しては、部会（認定委員会）での決定を

もって審議会の決定とし、審議会には決定内容を報告します。認定以外の制度全

体に係る部分については、部会での決定事項を12月の審議会に諮り決定します。 
 

(4) 認定委員会の開催日程（予定） 

９～10月 第１回認定委員会（募集状況の報告、基準点の決定） 

12月中旬 第２回認定委員会（認定事業所、特別賞の決定） 

 
２ 今年度の募集について 

  よこはまグッドバランス賞の見直しの方向性について、昨年 12 月の審議会にお

いて御説明いたしました。検討の結果、中小企業における女性活躍や働き方改革等

をさらに後押しするため、審査項目等をはじめ以下の見直しを実施し、募集を開始

しました。（詳細：別紙参照（平成 30年６月 27日記者発表資料）） 

○認定期間を１年間から２年間（認定の翌年１月～翌々年 12月）に変更 

○継続賞の呼び名を変更（ゴールド賞→７回継続賞、シルバー賞→５回継続賞、 

ブロンズ賞→３回継続賞） 

○特別賞を新設し、顕著な取組をしている企業を表彰 

 ○審査項目を６つの評価軸に分け、数値目標も新たに審査項目へ 

 

３ 今後のスケジュール（予定） 

  ６月 27日（水）～８月 31日（金） 募集受付  

  ７月 11日（水）、30日(月) 応募説明会 

  ９月～11月 ヒアリング等の実施、認定委員会の開催 

  30年１月以降 認定・表彰式の開催 

   

資料３ 

【裏面あり】 
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４ 実績及び目標（参考） 

「第４次横浜市男女共同参画行動計画」（28～32年度）において、５か年の累計認定

事業所数の目標を225事業所としています。 

  28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 合計 

実績 59 99 ― ― ― 158 

 

５ 認定企業と市内大学生等との交流会 

よこはまグッドバランス賞認定企業と市内大学生等との交流会を実施します。交

流する機会を設けることで、認定企業の人材確保を支援するとともに、就職を控え

た学生等を対象に、働くうえでの魅力ややりがいを伝えることで、今後のキャリア

形成を支援します。 
 

   平成 30年度実施内容について 

    平成 30 年度は、新たに既卒学生も参加対象に加えて、「大学・都市パートナ

ーシップ協議会」参加大学等を中心に大学・高校のべ 10 回で実施する予定です。

また、交流会の結果について、企業及び市民向けに広報・PRし、来年度以降の応

募事業所数増加を図ります。 
 

   ＜実施形式＞ 

(ｱ) 交流会形式 

     企業ごとにブースを設け、学生が希望する企業の話を聞きに行く。 

    ａ 2019年４月採用に際する説明会（主に４年生、既卒生） 

    ｂ 2020年４月以降の採用に際する説明会（主に３年生） 

    ｃ 学年を問わず、採用活動とは結び付けない交流会（例：業界研究） 

(ｲ) 座談会形式※学年問わず 

数グループに分かれて、「ワーク・ライフ・バランス」や「働く」ということについ 

て企業と対話する。 

(ｳ) 企業数社によるパネルディスカッション形式※学年問わず 

「ワーク・ライフ・バランス」や「働く」ということをテーマに企業によるパネル 

ディスカッションを行った後、学生が質問する。 

(ｴ) 企業見学会形式※委託者が指定する大学・学校のみ 

学生数名で企業に訪問し、職場の見学や企業の取組紹介等を行う。 

 
 
 
 
 

【参考】平成 29年度開催実績  

・交流会開催：全 10 回 

・対象大学等：７校 

・参加企業：のべ 70 社 

・参加学生：のべ 362 人 
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○女性の活躍やワーク・ライフ・バランスを推進する
ため、男女がともに働きやすい職場環境づくりを
積極的に進める市内中小事業所を認定

○認定のメリット
(1) 人材確保や事業所のイメージアップにつながる

よう認定事業所の取組を市が積極的に PR
(2) 認定証授与、「ロゴ」を名刺に入れる等、認定を

広く PR
(3）市内大学等の学生に向けた企業説明会への参加

（平成 29年度実績：延べ 10校、70社）
(4) 横浜市公共調達における受注機会の増大
(5) 横浜市中小企業融資制度「よこはまプラス資金」における

金利優遇・信用保証料助成

○認定事業所の主な声

・社員のモチベーションが上がり、生産性が向上した

・採用への応募者数が大幅に増えた

・企業のイメージアップにつながった など

○認定期間を１年間から２年間（認定の翌年１月～翌々年 12月）に変更します。

○表彰の 呼び名を変更 し、より分かりやすいものにします。

変更前 変更後 

ゴールド賞 ⇒ ７回継続賞 

シルバー賞 ⇒ ５回継続賞 

ブロンズ賞 ⇒ ３回継続賞 

○特別賞を新 設し、学識経験者・市民代表等による外部委員で構成されるよこはまグッドバラン

ス賞認定委員会が 顕著な取組をしていると認めた場合 に表彰します。

○審査項目を６つの評価軸 に分け、企業の皆様に取組を進めていただく中で重要な 「経営者の

コミットメントと推進体制」を新設 しました。さらに 数値目標の設定についても新たに審査

項目 とします。 

＜６つの評価軸＞ 
(1) 経営者のコミットメントと推進体制（新） 
(2) 長時間労働の是正と休暇取得
(3) 多様で柔軟な働き方
(4) 仕事と育児・介護との両立
(5) 女性活躍の推進
(6) 働きやすく・働きがいのある職場づくり

＜数値目標の新設＞ 
(1) 年次有給休暇の取得日数や取得率
(2) 育児休業取得率
(3) 女性管理職の登用目標値

平 成 3 0 年 ６ 月 2 7 日 
政策局男女共同参画推進課 

横 浜 市 記 者 発 表 資 料 

企業説明会の様子 

平成 30年度 の募集を開始
 ～審査項目を見直し、中小企業における女性活躍や働き方改革等をさらに後押しします～ 

今年度からの変更点 

【裏面あり】

よこはまグッドバランス賞の概要 

 横浜市では、誰もが安心と成長を実感できる、日本一女性が働きやすい、働きがいのある都市の実現を

目指しています。 

その取組の一環として、女性の活躍やワーク・ライフ・バランスを推進し、男女がともに働きやすい職

場環境づくりを積極的に進める市内中小事業所を「よこはまグッドバランス賞」として認定しています。 

 今年度は中小企業における女性活躍や働き方改革等をさらに後押しするため審査項目の見直しなどを

行い、本日（６月 27日）より募集を開始します。
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【募集期間】 

平成 30 年６月 27日（水）から８月 31日（金）まで 

【応募対象の事業者】 

市内に本店または本社がある 総従業員数３００人以下の企業、社会福祉法人、ＮＰＯ法人等 

【応募方法】 

・横浜市政策局男女共同参画推進課ホームページから応募用紙（エクセルデータ）を

ダウンロードし、電子申請システムからご提出ください。詳細はホームページをご覧くださ

い。

http://www.city.yokohama.lg.jp/seisaku/danjo/hyoshou/

【説明会の開催】（申し込みは WEBから） 

《主な内容》

(1) よこはまグッドバランス賞の概要、29 年度からの変更点

(2) よこはまグッドバランス賞の申請書類の説明

(3) 女性活躍推進法及び次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画の策定に

関する説明

(4) 神奈川労働局による国の助成金制度の説明 《今年度より実施》

(5) 健康経営認証制度、横浜市の助成制度等の説明

上記説明会は、いずれも同じ内容ですので、ご都合のよい日をお選びください。 

  説明会への参加をご希望の場合は、下記ＵＲＬからご応募ください。 

http://www.city.yokohama.lg.jp/seisaku/danjo/hyoshou/ 

【今後のスケジュール】（参考） 

  平成 30 年６月 27日（水）～８月 31日（金） 募集期間 

  平成 30 年 10～12月 よこはまグッドバランス賞認定委員会による認定事業所の決定 

  平成 31 年１月以降  表彰式の開催（予定）

お問合せ先 

政策局男女共同参画推進課長  山本 千穂 Tel 045-671-3691 

※本件は、横浜経済記者クラブへも同時発表しています。

第１回説明会 

日時：平成 30年７月 11日(水) 14:30～16:30 

場所：男女共同参画センター横浜南３階大研修室（南区南太田 1-7-20、京浜急行線 

南太田駅徒歩３分、市営地下鉄吉野町駅徒歩７分） 

第２回説明会 

日時：平成 30年７月 30日(月) 14:30～16:30 

場所：開港記念会館６号室（中区本町 1-6、みなとみらい線日本大通り駅徒歩１分、ＪＲ

／市営地下鉄関内駅徒歩 10分）

よこはまグッドバランス賞 検索 

募集概要 
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5

「第４次横浜市男女共同参画行動計画」に基づき、「日本一女性が働きやすい、働きがいの

ある都市」の実現に向け、国の交付金も活用し、施策を推進します。また、市内に３館ある

男女共同参画センターを拠点として、男女が互いに人権を尊重し、あらゆる分野に対等に参

画できる社会の実現を目指します。

（㉚767 百万円 ㉙664 百万円） 

１ 「第４次横浜市男女共同参画行動計画」に基づく重点施策の推進  

≪取組分野Ⅰ：あらゆる分野における女性の活躍≫ 

・ 地域限定主婦層就労支援事業（２百万円）

地域限定の主婦層の職住近接モデル創設のために、金沢臨海部をモデルとし、主婦

層と企業に向けて雇用・就労に必要な支援、及び金沢臨海部における取組例の広報・

PR を実施 

・ 横浜女性ネットワーク会議の開催（６百万円）

≪取組分野Ⅱ：安全・安心な暮らしの実現≫ 

・ DV 関連事業（１百万円） 

暴力防止キャンペーン、若者向け暴力防止啓発、DV 施策推進連絡会の開催 

≪取組分野Ⅲ：男女共同参画社会の実現に向けた理解の促進・社会づくり≫ 

・ よこはまグッドバランス賞（９百万円） 

男女がともに働きやすい職場づくりに取り組む市内中小企業を「よこはまグッドバ

ランス賞」として認定

認定企業の PR 強化と学生の今後のライフキャリア形成につなげるため、認定企業

と大学生・既卒生等との交流会を開催 

・ 働き方改革の普及・啓発（２百万円） 
働き方改革に関するセミナーとよこはまグッドバランス賞認定事業所を中心とし

た企業の交流会を同時開催し、働き方改革の強い動機づけを行うとともに、併せてよ

こはまグッドバランス賞を PR  

≪取組分野Ⅳ：推進体制の整備・強化≫ 

・ 横浜市女性活躍推進協議会における広報啓発事業の実施（３百万円）

女性の登用や働き方改革を推進する上で各業界団体が抱える課題について、解決方

法の検討、ベストプラクティスの共有及び市内企業・地域に向けた広報・PR 

・ 男女共同参画に関する調査（３百万円）

男女共同参画の現状を把握し、男女共同参画行動計画の策定や進捗管理を行うため

の参考資料とするために市民意識調査を実施 

２  男女共同参画センターを拠点とした施策の推進（735 百万円） 

・ 指定管理者制度による男女共同参画センター３館の運営（554 百万円）

・ 男女共同参画に関する啓発、相談、講座事業を実施するほか、市民の皆様の自主的な

活動の支援（69 百万円）

・ 男女共同参画センター横浜南での設備の更新＜ESCO 事業＞（113 百万円）

女性が働きやすく活躍できるまちの実現 

平成 30年度 横浜市政策局予算概要抜粋 資料４ 
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① 集客力のある百貨店等との連携・協働の後押し

《拡充》輝く女性起業家プロモーション事業 800 万円【P39】 

集客力のある百貨店等と連携し、注目度の高い場での商品販売や事業ＰＲを通じて販

売ノウハウを実践的に学ぶことで、女性起業家の更なる成長・飛躍の契機とします。

30 年度は、多くの百貨店等のバイヤーなどに向けた女性起業家の商品や事業の展示会

を新たに開催することにより、女性起業家とのマッチングの可能性を更に拡大します。 

併せて、女性の起業を身近なものと感じていただけるよう、女性起業家の活躍を広く

アピールしていきます。

② 創業から成長・発展を支援するオフィスの提供

スタートアップオフィス運営事業 590万円【P39】

スタートアップオフィス『Ｆ－ＳＵＳよこはま』（ｴﾌｻｽ

ﾖｺﾊﾏ）を運営し、個々の女性起業家の状況に即した適切な

情報提供や助言を行うなど、創業から成長まで一貫して 

支援します。 

③ ビジネスチャンスにつながるネットワーク形成支援

女性起業家ネットワーク事業 520万円【P39】 

女性起業家等が集う『横浜ウーマンビジネスフェスタ』

を、『横浜女性ネットワーク会議』（政策局）と合同で開催

し、発信力を強化することで、女性同士の幅広いネットワ

ーク形成を支援します。併せて、商品・サービスＰＲ販売

やテストマーケティング、事業プレゼンテーション等を学

ぶ継続的な支援プログラムを実施することにより女性起

業家の更なる成長につなげます。
事業プレゼンテーションの場『ＣＨＥＥＲ！』（ﾁｱ） 

（２） 女性起業家の成長ステージにあわせた創業・発展支援

F-SUS よこはま

大型商業施設での出店 百貨店での出店

平成30年度　横浜市経済局予算概要抜粋
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① 多様で柔軟な働き方の普及、啓発の推進

ワークスタイルプロモーション事業※ 920 万円【P51】

[※]地方創生推進交付金 1/2 充当 

中小企業女性活躍推進事業（P18②の一部） 1,727万円【P36】 

市内中小企業等や市民を対象とした、多様で柔軟な働き方や在宅勤務（テレワーク・ク

ラウドソーシング）に関する普及・啓発セミナー及び研修会等を実施します。

また、時間や場所にとらわれない柔軟な働き方が可能となるよう、テレワークを推進す

る企業に必要経費を助成します。

さらに、市内中小企業等で、多様で柔軟な働き方に取り組んでいる企業や、その導入の

ポイント、また働きやすい先進的なオフィス環境を整備している企業等を紹介する冊子を

作成・配布します。これにより、横浜での新しいワークスタイル（働き方）の魅力を発信

します。

② 多様で柔軟な働き方の創出を目指す中小企業への相談窓口の設置

ワークスタイル相談事業※ 480 万円【P51】

[※]地方創生推進交付金 1/2 充当 

人手不足の解消や労働生産性の向上等を目指す市内中小企業の経営者や人事・労務担当

者等を対象に、就業規則の改正や労務環境の整備、

テレワークの導入等、多様で柔軟な働き方の創出

等に関する相談について、実績のあるコンサルタ

ント等が応対します。

このことにより、新たな雇用や魅力ある職場環

境の創出、育児・介護等での離職防止等、市民に

とっての働きやすいまちを目指します。

ワークスタイル相談事業チラシ

（１） 多様で柔軟な働き方の創出

実践に向けたクラウドソーシング研修会（市民向け） 働き方イノベーションフォーラム（企業向け） 
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① 若者や女性、中高年齢者など個々のニーズに応じて一貫した就職サポート

《拡充》「横浜で働こう！」推進事業 4,840 万円【P49】 

『横浜市就職サポートセンター』を運営し、個別相談やセ

ミナー、インターンシッププログラムなどの就労支援を引き

続き実施します。

30 年度は、シニア層を対象とした企業説明会等を新たに

開催します。

また、合同就職面接会などによる求職者と採用担当者との

面談の場を提供します。

② 女性がいきいきと活躍する中小企業・職場・ひとづくりの支援

中小企業女性活躍推進事業 1,727万円【P36】 

《拡充》「横浜で働こう！」推進事業(P18①の一部再掲) 4,840 万円【P49】 

中小企業においても女性の活躍推進が、商品開発力の向上や人材確保・育成など企業の成

長・発展につながる、重要な経営戦略であると理解し、実践いただくための取組を行います。 

ア 中小企業経営者向けの普及・啓発セミナーを開催

イ ウェブサイト『Ｃａｒｅｅｒ小町』（ｷｬﾘｱｺﾏﾁ）をＳＮＳ※などの発信力のある媒体を活用し、女性

活躍に取り組む市内中小企業の情報などを効果的に発信

ウ 女性が働きやすい環境を整えるための就業規則の改定や、女性用更衣室の設置、テレ

ワーク導入などにかかる経費の助成

エ 社会保険労務士やコンサルタント等の専門家を直接派遣し、企業の実情に応じた具体的

なアドバイスの実施 

さらに、『横浜市就職サポートセンター』において、育児・介護等の経験がある女性相

談員による個別相談や、キャリアブランクのある女性のインターンシップを受け入れる市

内中小企業等を開拓するなど、女性の再就職、職場復帰を支援します。

[※]ＳＮＳ：ソーシャル・ネットワーキング・サービス。人と人とのつながりを促進・サポートするコミ 
ュニティ型のサービス及びウェブサイト 

（２） 経済成長を支える人材の活躍、技能の振興

インターンシッププログラム
における企業との交流会

女性活躍推進公開セミナー ウェブサイト『Career 小町』
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横浜市男女共同参画センター 平成 30 年度の主な取組について 

１ 広報啓発事業 

男女共同参画について理解を広げるため、多様なアプローチで広報します。 

目的 内容 実施館／時期

企業向けハラスメ

ント防止セミナー

の開催

・企業向けにハラスメント防止セミナーを実施し、協会の講師

派遣事業についてＰＲする。

センター横浜／9 月

リケジョ育成事業

の実施

・【新規】企業との協働により、女子児童の STEM 教育推進や

理系進路選択の支援を目的とした女子児童向けの実験教室

を実施する。

センター横浜／8 月、11
月

開館 30 周年事業

『アリーテ姫の冒

険』復刊事業

・【新規】『アリーテ姫の冒険』復刊により、「王子様を待つだ

けじゃないお姫様像」に再び光を当てる。復刊を目指すキャ

ンペーンをクラウドファンディングにて実施する。

センター横浜／11 月末

企業との連携によ

る女性活躍推進講

演会の開催

・【新規】株式会社中外製薬との協働により、漫画家 池田理代

子氏の講演会と元タカラジェンヌによるミュージカルショ

ーを実施する。

センター横浜／10 月

20 日

２ 講座事業 

（１） 女性の再就職・転職支援、働く女性の活躍支援、継続就業支援

 働く女性の能力開発とネットワークづくりに資する事業や再就職支援事業を実施し、女性のキャリア形

成を支援します。 

目的 内容 実施館／時期

女性の再就職・

転職を支援

・「女性としごと 応援デスク」をセンター3 館で展開し、再就

職・転職を目指す女性を対象に、個別の相談、ミニセミナー、

出張キャリア相談等を実施する。

センター横浜・横浜

南・横浜北／通年

女性の継続就業を

支援

・横浜市と共催で、働く女性を対象に「横浜女性ネットワーク

会議」を実施する（「横浜ウーマンビジネスフェスタ」と合

同開催）。

センター横浜北／11 月

・横浜市内事業所で働く女性を対象に「よこはま女性のリーダ

ーシッププ・ログラム」を実施する。

センター横浜北／9 月

～2019 年 2 月

非正規職で働く壮

年独身女性を支援

・パート・派遣・契約などで働くシングル女性を対象に「仕事

とくらしのセーフティ講座」を開催する。

事業企画課／ 6 月～

2019 年 2 月 

（２） 女性の起業支援

自ら事業を起こして仕事をつくりだしたい女性のニーズに応えて、起業支援事業を継続して実施します。 

目的 内容 実施館／時期

女性の起業による

就業を促進

・起業準備セミナーやスキルアップセミナーのほか、具体的な

ビジネスプランを持つ女性のための起業塾「女性起業家たま

ご塾」を実施する。

センター横浜／通年

・「女性起業家たまご塾」修了者を主な対象として、開業直前 センター横浜／年 1 回

資料５ 
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の課題解決や、開業を後押しするフォローアップセミナーを

実施する。 
 

・横浜市や民間団体等と協働で「横浜ウーマンビジネスフェス

タ」（「横浜女性ネットワーク会議」と合同開催）を実施する。 
センター横浜／11 月 

 

（３）就労困難層への就業支援 

 働きづらさを抱える幅広い年代の女性を対象に、就労準備のための講座や就労体験、わかちあいの場を

提供します。 

目的 内容 実施館／時期 
就労困難な女性の

就労・自立を支援 
・働きづらさ・生きづらさを抱える若年無業女性を対象に「ガ

ールズ編しごと準備講座」を実施する。 
センター横浜南／5 月

～6 月、センター横浜北

／10 月～11 月 
・上記講座修了者のうち希望者を対象に「めぐカフェ」での就

労体験を実施する。 
・上記講座修了者のうち、就労経験がなく長期間孤立していた

人を対象に、就業の前段階としてボランティア参加など、社

会体験の場を提供する。 

センター横浜南／通年 

 

（４）ワーク・ライフ・バランス支援 

 目的 内容 実施館／時期 
仕事と子育ての両

立支援 
・仕事と子育ての両立に関するセミナーを開催する。 センター横浜／年 1回、

センター横浜北／9 月 
 

３ 調査研究・事業開発事業 

社会・経済状況の変化をとらえた事業を開発するため、調査研究及び事業開発事業を行います。 

目的 内容 実施館／時期 
「めぐカフェ」就

労体験修了者追跡

調査＆プログラム

検証 
【助成事業】 

・若年無業女性の就業体験プログラムの成果と課題について、

検討会と修了者への追跡調査により明らかにする。調査結果

に関する考察を社会に広く発信し、他地域での展開に向けた

モデルプランを提示する。 

センター横浜南／通年 

「女性起業家たま

ご塾」修了者追跡

調査 

・【新規】「女性起業家たまご塾」修了者について、その後の活

動状況、講座の有効性などを調査する。 

センター横浜／通年 

ガールズ講座修了

者追跡調査 
・【新規】ガールズ講座（第 9 期～18 期）の効果測定のため、

修了者を対象とした調査を行い、報告書を発行する。 

センター横浜南／通年 

パリテカフェの試

行実施 
・【新規】政治分野における男女共同参画を考える場を提供す

る。 

センター横浜北／年 2
回 

メディアとジェン

ダーに関するセミ

ナーの開催 

・【新規】横浜市内大学との連携により、CM やマンガなどのメ

ディア媒体に表出するジェンダー由来のステレオタイプに

ついて学び、社会と自分自身にあるジェンダーバイアスにつ

いて考える機会を学生に向けて提供する。 

事業本部／10月～11月 
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４ 相談事業 

（１）心とからだと生き方の総合相談 

相談者自らが課題を整理し、解決していくプロセスを支援する総合相談事業を実施し、市民の相談ニー

ズに応えていきます。 

目的 内容 実施館／時期 
市民が抱える問題

解決の支援 
・固定的な性別役割や男女の格差に起因する生きづらさを受け

止め、相談者自らが解決の道筋を立てることを支援する個別

相談を実施する。 

①電話相談 ②面接相談 ③弁護士相談 ④精神科医相談 

センター横浜／通年

（毎日） 
※②③④は 3 館 

・ＤＶの経験をわかちあい、今後の生き方を考える場づくりを

目的としたグループ型相談を実施する。 

センター横浜／9 月～

11 月 
・性暴力被害者が被害に起因する症状やセルフケアについて知

る機会を提供すると同時に、人や社会とのつながりを取り戻

すきっかけづくりを行う。 

センター横浜／6 月～9
月 

・家族関係、職場の人間関係、介護と仕事の両立、ひとり親家

庭の子育て等、男性の様々な悩みに応じる相談を実施する。 

センター横浜／通年 

 

（２）横浜市ＤＶ相談支援センター 

 こども青少年局こども家庭課、各区福祉保健センターと連携してＤＶ被害者からの相談に対応します。 
目的 内容 実施館／時期 
ＤＶ被害者の支援 ・電話相談、面接相談を実施し、ＤＶ相談証明書の申請受付・

交付及び保護命令申し立てを支援する。 

センター横浜／通年 

 
（３）性別による差別等の相談 

目的 内容 実施館／時期 
性差別等人権侵害

への対応 
・女性・男性あるいは性的少数者であることを理由に不利益な

扱いをされた等、性別による差別等により人権が侵害された

場合の相談と申出対応を行う。 

センター横浜／通年 

 

５ 情報事業 

男女共同参画社会の形成に役立つ情報を発信します。 

目的 内容 実施館／時期 
地域における男女

共同参画の推進 
 

・事業と連動した資料の収集・提供、情報発信を行う。展示や

メルマガ配信等により、所蔵資料の利用を促進する。 

3 館／通年 

・コミュニティ・カフェや子育て支援拠点などに「フォーラム

文庫」を常設し、蔵書の貸出を継続的に行う。企業や公的機

関に、蔵書の「セット貸出」を行う。 

センター横浜／通年 

 
６ 協働連携事業 

市民グループや NPOと協同で事業を展開することを通じて、地域の課題解決を目指します。 

目的 内容 実施館／時期 
市民グループとの

協働の場として、

フォーラムを市民

にアピールするイ

・フォーラムまつり 2018 

作家 角野栄子氏による講演会を開催する。 

 

センター横浜／9 月 30
日 

・アートフォーラムフェスティバル 2018 センター横浜北／10 月
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ベントを開催 作家 森下典子さんによる原作者トークと朗読「日々是好日」 

を実施する。 

21 日 

※フォーラム南太田まつり 2018 は、改修工事による全館休館（10/1～11/5）のため、開催を見送りました。 
 
 
注：セ ン タ ー 横 浜：男女共同参画センター横浜 
    センター横浜南：男女共同参画センター横浜南 
  センター横浜北：男女共同参画センター横浜北 

事 業 企 画 課：(公財)横浜市男女共同参画推進協会 事業本部事業企画課 
 
 
＜参考＞（公財）横浜市男女共同参画推進協会 公益目的事業の枠組み 
 １ 情報事業 
２ 調査研究・事業開発事業 
３ 広報啓発事業 

 ４ 相談事業 
５ 講座事業 
６ 協働連携事業 

 ７ 男女共同参画推進施設管理運営事業 
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